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被災地�における再生可能エネルギー賦存量と実現可能性に関する検討
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はじめに

現在、日本においてエネルギー安全保障や電力供給に

ついての議論が進められている。そこで本報告では、電

力需要に対して再生可能エネルギーでの電力供給の実現

可能性を検討するために、東日本大震災の被災地であり

復興計画において再生可能エネルギー導入を検討してい

る市町村が多い宮城県を取り上げ、設置可能面積などに

複数のシナリオを設定して太陽光や風力・バイオマス等

による再生可能エネルギーの使用可能量を市町村別に推

計し、電力消費量と比較することにより電力の需給可能

性を検討した。

１．推計方法

本研究では，まず宮城県における各市町村別の再生可

能エネルギーの賦存量を推計した。賦存量とは、そこに

存在する資源量の概算である。つまり、利用できるかど

うかに関わらずすべての資源を算入したものである。し

かし、実際には全ての資源が利用できるわけではない。

そこで本研究では、実際に利用できると考えられる再生

可能エネルギーの資源量を「推定利用可能量」と定義し

て、電力使用量を比較した。

さらに、本研究においてはいくつかの条件（シナリオ）

を設定して、複数の推計を提示した。その条件設定だが、

再生可能エネルギーの推計についてはさまざまな報告書

が出されており、それぞれ違った条件設定のもとで推計

されている。本研究ではそれらを参考にして条件を設定

した。例えば太陽光発電の推計においては、賦存量では

設置可能面積として宅地面積を用いたが、推定利用可能

量では住宅の建て方（一戸建・長屋建・共同住宅）の種

類別に平均パネル面積を乗じて推計している。また、日

射量は既存のデータ１）から推計に用いる市町村別の数値

を GIS で推計した。なお、バイオマス発電の賦存量およ

び推定利用可能量の推計については既存のデータ２）を利

用した。

２．結果および考察

推計により賦存量と利用可能量の比較では再生可能

エネルギーでの電力供給は可能との結果が示された。し

かし、資源の利用可能量は賦存量よりも限られる。

また、推計の精緻化のために、現地調査や聞き取り調

査をするなど、さらに現実的な条件を設定して推計する

ことが必要である。

補 注
１） NEDO（2012.10.16 更新）年平均最適傾斜角日射量日射量デ

ー タ ベ ー ス MONSOLA11 ． NEDO ホ ー ム ペ ー ジ ＜

http://www.nedo.go.jp/＞，2012.10.19 参照．
２） NEDO（2012.10.16 更新）バイオマス賦存量・有効利用可能

量の推計．NEDO ホームページ＜http://www.nedo.go.jp/＞，

2012.10.19 参照．

図 1 宮城県各市町村の太陽光発電賦存量（GWh/年）
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はじめに 

 

近年、都市河川は人々に水と緑の空間を提供し、地域

住民の生活に潤いを与えるものとしてその役割が再評価

されている。人々が安心して河川と付き合っていくため

に、河川水質を正確に把握し、その変動に基づいて河川

環境の保全に努めることが重要な課題となっている。 

河川水質を評価する際、従来の研究では水質環境指標

でもある COD、BOD、硝酸態窒素や重金属類等の有害
物質の挙動に注目した研究が多数行われてきており、多

くの知見が蓄積されている。その一方で溶存成分の大部

分を構成している主要無機化学成分（Na+・K+・Mg2+・

Ca2+等）の挙動に関する研究はあまり行われておらず、

不明な点も多い。そこで本研究ではこれら主要無機化学

成分に着目し、水質とその周辺環境との関連を明らかに

することを目的に、河川水の水質調査を実施した。 

 
1.調査方法及び解析手法 

 
本研究では、武蔵野台地北東辺縁部に位置する荒川水

系を構成している、新河岸川・黒目川・白子川・越戸川

を対象とした。武蔵野台地は洪積台地として知られてい

る。古多摩川扇状地を起源とし、幾つかの地形面からで

きている。複数の段丘面が存在しており、段丘面からの

湧水が豊富な地域である。当該河川の水源も多くが湧水

起源であるとされており、高度経済成長以降、都市化が

進み、当該河川は周辺地域の影響を受けている。また当

該河川では環境保全活動が活発に行われており、住民の

水質への関心が高い。 
調査は 2012 年 5-10 月に実施し、42 地点での採水を

行った。水試料は簡易濾過の後、ポリエチレン容器に採

取、保存した。採水にあたっては、現地において水温の

他に電極法にて pH・ORP、電気伝導度計にて EC、簡易
型吸光光度計にてアンモニア態窒素の測定を行った。採

水試料は速やかに実験室に持ち帰り、原子吸光光度法に

て Na+・K+・Mg2+・Ca2+、イオンクロマトグラフィにて 
F－・Cl－・NO2

－・Br－・NO3－・PO42－・SO42－、硫酸滴定

法にて HCO3－、吸光光度法にて Siの測定を行った。 
解析には海水を基準とした過剰量・濃縮率計算、土地

利用との相関解析、主要無機成分と Siの安定関係図を用
いて、河川水質に対する人為影響や地質影響の相互関係

について考察した。 
また採水地点を地域住民による環境保全活動のレベル

により分類し、水質と保全活動の関係について主成分分

析法（PCA）を用いて定量的に評価した。 

 

２．結果及び考察 

 

水質に対する人為影響を評価するために、まず天然由

来の水質形成機構の把握を試みた。岩石-水相互作用によ

る水質形成を Si と主要無機化学成分との熱力学的安定
関係により解釈した。その結果、対象としたすべての河

川では、それぞれの河川内において対象区間の上流から

下流まで Mg2+・Si の濃度がほぼ一定であることから、
水質への地質の影響は対象区間内ではほぼ同程度である

と見積もられた。白子川・新河岸川の２河川だけは

Mg2+・Si 濃度は一定であるにも関わらず、Na+・K+・

Ca2+・Cl－の濃度は下流に行くほど増加する傾向を示す
ことから、これらの成分は天然の地質には由来しない、

何らかの供給源からもたらされていることが示唆された。 
また、主要無機化学成分の定量値に基づく PCA の結

果、周辺住民の環境意識の高低により主成分得点が明瞭

に判別された。 
 
おわりに 

 
本研究により地域住民による環境保全活動が河川水に

溶存する主要無機化学成分の濃度に影響を与えているこ

とが示唆された。今後は更に調査を進め、環境保全活動

の内容と河川水質の変動との因果関係を明らかにしてい

きたい。 
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